
 

（第２号様式） 
令和５年３月22日  

神奈川県教育委員会教育長 殿 
県立海洋科学高等学校長  

令和４年度 学校評価報告書（目標設定・実施結果） 

 

 視点 
４年間の目標 

（令和２年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（３月１日実施） 

総合評価（３月22日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

１ 
教育課程 
学習指導 

①生徒の海洋科学に
対する意欲や探究
心を高める教育課
程編成や組織的な
授業改善に取り組
む。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
②授業や学校行事等
を充実させ、生徒
の主体的な行動の
促進を図る。 

①・生徒の「主体的・対
話的で深い学び」の実
現に向け、探究的な学
習や体験的な学びの充
実を図るとともに、授
業見学、研究授業、校
内研究の充実と教員の
情報活用能力の育成を
図る。 

・新教育課程の確実な実
施に向けた教育内容や
指導体制の改善・充実
を図る。 

 
 
②水産各分野における地
域と連携した研究活動
や実習等をとおして、
生徒の主体的な活動の
推進を図る。 

①・単元をベースにした
指導方法や評価の在り
方について、研修会や
研究授業を通して職員
の意識向上に努める。 

 
 
 
 
・３観点別評価について
成績シートやチェック
シートを整備するとと
もに職員間で運用がで
きるようにする。 

 
②海洋科学プロジェクト
を本校の教育活動の中
心とするため、職員の
意識向上とともに、各
段階での教育活動の充
実に努める。 

①・１学年生徒の授業評
価において、「授業で
身についたりできるよ
うになったことを実感
できた。」における肯
定的な回答が 90％以
上となったか。 

 
 
・新教育課程について滞
りなく指導する体制が
できたか。 

 
 
 
②マリンマイスターの基
礎資格となる「水産海
洋技術検定」における
合格者が増加したか。 

①・ICT利活用研修等をとおし
て授業改善を進めた結果、
生徒による授業評価におい
て、第 1回 90.0%、第 2 回
90.6%と指標をクリアするこ
とができた。 

 
 
 
・３観点別の成績処理シート
やチェックシートを整備す
るとともに学年制と単位制
の混在するなかで滞りなく
指導する体制を整備した。 

 
②海洋科学プロジェクトによ
り意識の向上を図ったが、
１学年において実施した
「水産海洋技術検定」にお
いて、R3 年度の合格率が
82%に対し、今年度は 62%に
減少した。 

①・各授業において ICT利活用が進
むものの、生徒が主体的に端末を
活用するまでには至っていない。
生徒の効果的な ICTの活用につい
て研究を進める必要がある。 

 
 
 
・今後とも新教育課程の実施にむけ
て課題の洗い出しや共通認識の形
成をはかり、職員全体で持続的な
指導体制の整備を行いたい。 

 
 
 
②マリンマイスターの基礎資格とな
ることから、学科ごとに取組みを
行っていたが、昨年より合格率が
減少してしまった。来年度は、資
格取得に対する指導体制を強化す
るとともに、生徒の意識向上を目
指した授業改善を進める。 

①生徒による授業評価にお
いて、授業改善評価結果の
目標を達成されたことは大
いに評価できる。今後も生
徒の意識ややる気を一層高
める取組が必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②資格を取得することによ
るメリットを前面に押し出
すことが必要。生徒の意識
向上を図るために、資格に
関する保護者向けの情報発
信を積極的に行うなど、家
庭との連携を強化すること
が必要。 

①・生徒の「主体的・対話的で
深い学び」の実現に向けた授
業改善の取組によって、一定
の成果が得られたが、授業に
おける ICT の利活用において
は、生徒の主体的な活用には
至っていない。 

 
・新教育課程に対応した成績処
理シートやチェックシートの
整備などを通じて、滞りなく
指導する体制づくりを進める
ことができたが、学科改編の
完成年度に向けた課題の洗い
出しが必要である。 

②海洋科学プロジェクトによる
初年度の教育活動を実践した
が、評価の指標とした水産海
洋技術検定の合格率は前年度
を下回る結果となった。 

①・生徒の「主体的・対話的で
深い学び」の実現に向けて、
授業における ICT の利活用を
一層推進するため、授業改善
に引き続き取組むとともに、
生徒の効果的な ICT の活用に
ついて研究を進める。 

 
・新教育課程と学科改編の完成
年度を踏まえ、指導体制の改
善・充実を引き続き図ってい
く。 

 
 
 
②海洋科学プロジェクトについ
て、一層の周知を図るととも
に、生徒の資格取得への意識
向上を目指した授業改善を進
める。また不合格者に対し
て、合格に向けた指導を継続
して行っていくなど積極的な
働きかけを行う。 

２ 
生徒指導 
・支援 

①生徒一人ひとりの
個に応じた支援体
制の充実を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②部活動の活性化と
生徒の主体的な取
り組みの充実を図
る。 

 

①必要な生徒に対して、
個々 に応じた支援が適
切にできるよう教育相
談体制を充実させ SC
や SSW、外部機関との
連携を推進する。 

 
・生徒のコミュニケーシ
ョン能力の向上を目指
した取組みを充実させ
る。 

 
 
②・部活動加入率・参加
率の向上と水産クラブ
の充実を図る。 

・文化祭や体育的行事等
の充実を図るととも
に、生徒の主体的な関
わりを促進させる。 

①生徒支援グループと年
次・学年の協力体制の
もと、支援が必要な生
徒に対して SC や外部機
関、ケース会議を活用
するなどして適切な支
援を行う。 

・生徒指導の際、コミュ
ニケーションを円滑に
はかれるよう指導し、
円滑な学校生活を送れ
るよう支援する。 

 
②活動が活性化するよう
に、顧問から積極的な
加入・参加を働きかけ
るとともに、部活動見
学や仮入部期間などを
見直し、入部しやすい
環境を整える。 

①生徒支援グループと年
次が連携して、生徒を指
導することができたか。
また、SC や外部機関と
連携して、生徒を支援す
ることができたか。 
 
・生徒間および生徒教員
間で円滑にコミュニケー
ションが取れるようにな
ったか。 
 
 
②部活動加入率が前年度
を超えたか。また、活動
日数が増加したか。 

①生徒支援グループと年次が
連携して、生徒を指導する
ことができた。必要に応
じ、ケース会議・SC などと
連携し、生徒支援を行っ
た。 

 
・生徒間および生徒教員間で
コミュニケーションを取
り、円滑な学校生活を行っ
た。 

 
 
②部活動加入者が 1 年生
71/108、2年生42/96、3年
生63/110 

 合計 176/314、加入率は
56.1％と目標を達成するこ
とができた。 

①学習に困難を抱える生徒が一定数
いる。個に応じた対応とともに、
生徒全体の底上げを図ることによ
る支援の方法も検討する必要があ
ると考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
②1年生の部活動加入者が 66％と大
幅に増加したが、特定の団体に偏
っており、団体競技などの練習や
試合参加が難しくなっている。週
休日の合同練習へ参加している部
活の顧問数増員などの対策が必要
と思える。 

・各部・サークルや各科水産クラブ
が、ホームページやインスタグラ
ムでの発信など、活性化に力を入
れる必要がある。 

 
 
 
 

①学習に困難を抱える生徒
が孤立することがないよ
う、学習グループをはじ
め、クラス、学年等、組
織的な支援により、全体
の底上げが図られること
を期待する。生活の主体
となる学年と生徒支援グ
ループとの連携が密に図
られていたことがうかが
え、その成果が現れてい
る。 

・生徒指導・支援におい
て、コミュニケーション
能力の育成は重要な視点
である。 

②1年生の入部率の増加は喜
ばしいことであるが、週
休日の部活動に対するサ
ポート体制の確立が必要
である。部活動の活性化
に向けては、学校の特色
を生かせるものから取組
むと良い。 

①生徒支援グループと学年（年
次）が連携し、SC や外部機関
を活用しながら生徒の支援を
組織的に行うことができた。
一方、様々 な課題を抱える生
徒一人ひとり対応した支援の
在り方を引き続き検討する必
要がある。 

・学校行事など、生徒が主体的
に活動する場面を通じて、コ
ミュニケーション能力の向上
に向けた取組を一定程度行う
ことができた。 

②１年生をはじめ全体の入部率
を増加させることができた
が、各部の活動状況などにつ
いては、周知が不足している
面があることから、より積極
的に情報発信を行う必要があ
る。 

①引き続き、生徒支援グループ
と学年（年次）及びSCや外部
機関と連携しながら、生徒一
人ひとりに応じた効果的な支
援体制の構築に向けて検討す
る。 

 
・学校行事を活用し、生徒が主
体的に取組むことができる機
会を充実させることで、生徒
のコミュニケーション能力の
さらなる向上を目指す。 

 
②活動内容の周知に向けて、ホ
ームページやインスタグラム
など活用し、積極的に情報発
信を行う。また、休日の活動
も含めた活動実績の基づいた
顧問配置など、適切な指導体
制の構築が必要である。 

職員会議資料 



 

 視点 
４年間の目標 

（令和２年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（３月１日実施） 

総合評価（３月22日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

３ 
進路指導・
支援 

・生徒が自らのキャ
リア発達を意識で
きる進路指導の充
実を図る。 
 
 
 
 
 
 

 
 

①海洋科学プロジェクト
による３年間を見通し
た進路指導体制の確立
を図る。 

 
②全ての専門系列及び学
科においてインターン
シップや職場見学会な
どの参加率を向上さ
せ、生徒の適切な勤労
観、職業観を育成す
る。 

①LHR を活用した進路ガイ
ダンス企画を計画に沿
って実施する。 

 
 
②各学科に対して、早い段
階でのインターンシッ
プの企画立案と生徒へ
の周知を依頼する。 

①計画に沿って実施でき
たか。実施後生徒にア
ンケートを取り効果を
検証する。 

 
②各専門系列や学科でイ
ンターンシップや職場
見学会が計画され、全
系列から参加すること
ができたか。 

①海洋科学プロジェクトの 1
学年「先輩の話を聞く」は
計画通り実施できアンケー
トの結果から生徒の意識が
向上した様子がみられた。 

②全系列でインターンシップ
や職場見学会が計画され、
特に 1 学年での積極的な参
加が多くみられた。 

①アンケートの結果をもとに次年度
からの講師の選定等を検討する。 

 
 
 
②インターンシップの機会が増え実
施時期も多様になるため、連絡・
調整・手続きなど学科との連携を
密にする。 

①海洋科学プロジェクトの
推進に期待する。「先輩
の話を聞く」に加えて、
企業からの講師派遣等も
検討が必要。 

②コロナ禍において1学年で
の積極的なインターンシ
ップ参加につなげた取組
は評価できる。生徒の年
次が進んでいく中で、
「勤労観」「職業観」が
健全に育まれ、将来の目
標設定の芽生えにつなげ
ていくことが大切。 

①海洋科学プロジェクトに基づ
いた取組の一つである「先輩
の話を聞く」の実施により生
徒の進路意識の向上が見られ
た。今後は、それぞれの段階
を踏まえた新たな講師の選定
などの検討が必要である。 

②全学科（系列）で、インター
ンシップや職場見学などへの
積極的な参加が見られた。今
後は各学科の特性に応じて、
より有効な事業の実施に向け
て、進路支援グループと学科
との連携が一層必要である。 

①海洋科学プロジェクトに基づ
く取組も２年目を迎えること
を踏まえ、今年度の取組を検
証するとともに、各学年（年
次）における進路支援のより
有効な手立てについて検討す
る。 

②インターンシップや職場見学
をより有効な形で実施できる
よう、進路支援グループと各
学科との連携体制を強化す
る。 

４ 
地域等との
協働 

①教職員一人ひとり
が創意工夫し学校
の魅力を開発・発
信し、海洋学習セ
ンター機能を充
実・発展させる。 

 
 
 
 
 
 
②地域との協働を推
進し、地域に信頼
される学校づくり
を進める。 

 

①海洋学習センター機能
の充実･発展を図り、
本校の教育資源を活用
した取り組みを推進す
る。 

・学校ホームページを充
実させ本校教育活動を
積極的に発信する。 

 
 
 
 
②地域との協働を推進さ
せるため、産・官・学
の連携事業を充実・発
展させ、地域から信頼
され、必要とされる学
校づくりを推進する。 

①学校の人的・物的資源を
活用し、中学生や社会
人を対象とした公開講
座を計画する。 

 
・学科改編後初年度とし
て４科それぞれが入学試
験での倍率が上昇するよ
うホームページに情報を
発信する。 
 
 
 
②三浦真珠プロジェクトや
生産物販売等、産・
官・学との連携事業を
充実させ、県内外に知
られる学校づくりを推
進する。 

 

①公開講座等が開催でき
たか。 

 
 
 
・中学生が興味を持つよ
うな情報を、新４科が
ホームページで発信で
きたか。 

 
 
 
②生徒や職員が産・官・
学との連携事業に参加
し、その取り組みを発
信することができた
か。 

①・コロナ感染症対策のため
連携事業等について多くが
中止された。 

 
 
・新着情報の更新を積極的に
行うとともに、今年度はイ
ンスタグラムで活発に情報
を発信した。 

 
 
 
②三浦真珠プロジェクトは生
物系列生徒の取り組みによ
り、少数ながら真珠を生産
し、東京大学、横須賀工業
高校、衣笠商店街との連携
により製品化と販売に道筋
を付けた。 

①連携先との調整をし、実施可能な
取り組みについて計画を策定す
る。 

 
 
・各科の担当がホームページやイン
スタグラムを、積極的に更新でき
るようにするため、PTA 広報係と
の連携を含めた活動が必要。 

 
 
 
②学会発表やテレビ取材などが、特
定の科に偏らないよう、世間の興
味関心に合致した各科の情報発信
をする必要がある。 

①ホームページがよく工夫
されている。地域等との
連携や各学科からの情報
発信は、より一層積極的
な取組を進めるべき。 

 
 
 
 
 
 
 
②部活動や水産クラブなど
と地域との連携事業が充
実するとよい。生徒のみ
ならず教職員も含めて地
域の企業などの資源をよ
り一層活用する取組を推
進するなど、社会との接
点を強化することが重要
である。 

①出張出前授業の実施など、一
定の取組ができた。今後も生
徒にとっても有益な取組とな
るような事業を含めて計画す
る必要がある。 

・学校ホームページは、閲覧者
にとって分かりやすい内容に
改善を図った。各学科の取組
等については、インスタグラ
ムも用いて積極的に情報発信
することができた。 

 
②三浦真珠プロジェクトをはじ
め、各学科がその特性に応じ
た連携・協働事業を実施する
ことができた。今後も各学科
等がそれぞれに応じた事業を
展開しながら、積極的に情報
発信をする必要がある。 

①各学科の実態に応じた形での
実施方法を模索し、生徒にと
っても有益な取組となるよう
な事業を計画する。 

 
・本校の教育活動について、地
域等からの一層の理解を図るた
め、引き続きホームページやイ
ンスタグラムを活用した積極的
かつタイムリーな情報発信を行
う。 
 
②各学科をはじめ、部活動や水
産クラブ等においても、その特
性に応じた連携・協働事業が実
施できるよう検討する。 

５ 
学校管理 
学校運営 

①全ての教職員が教
育環境の変化に迅
速に対応し、前向
きに課題に取り組
む学校文化を形成
する。 

 
 
②教職員の働き方改
革を推進するため
の意識改革を図
る。 

①学科運営のあり方等、
新校の完成年度も視野
に入れた諸課題の解決
に全教職員で取り組
む。 

 
 
 
②業務の精選や業務分担
の適正化をとおして、
教職員の働き方に対す
る意識の向上を図る。 

①海洋科学プロジェクト
の内容を全職員が一丸
となって取組む。 

 
 
 
 
 
②業務の見直しと職員の
役割分担の適正化をす
すめ、ノー残業デーを
導入することで職員の
働き方に関する意識改
革を図る。 

①海洋科学プロジェクト
に基づいた実践ができ
たか。 

 
 
 
 
 
②ノー残業デーの実施に
より、時間外勤務の削
減ができたか。 

①海洋科学プロジェクトの成
果の一つである資格取得に
おいて、職員室前掲示板等
を整備するとともに、学科
企画会議で学科長をとおし
た周知等により、職員の意
識が向上した。 

 
②定期的なノー残業デーの設
定には至っていないが、２
日間実施した。勤務時間管
理システムによる時間外在
校時間の集計では、昨年比
10％程度時間数が減少し
た。 

①各学科の学びを踏まえて、資格試
験や体験学習の内容を見直すとと
もに、３年間の学びを示すものと
して日々 の授業等で意識するよう
心がける必要がある。 

 
 
 
②働き方の意識改革に向けて、業務
の精選と業務分担の適正化は引き
続き推進する必要がある。ノー残
業デーの一律実施は難しい面もあ
ったが、今後も実施に向けた取組
を進める。 

①３年間の学びを通して、
生徒たちの将来への可能
性を広げていく視点が重
要。 

 
 
 
 
②教育課程を創意・工夫
し、生徒にとってより良
い教育活動を模索すると
ともに、思い切った業務
の精選や見直しを断行す
ることも必要。 

①海洋科学プロジェクトの取組
については、職員間での共有
を図り、一定の意識向上は見
られたが、引き続き取組の共
有に向けて周知が必要であ
る。また、資格試験や体験学
習の内容を見直し、３年間の
学びを示すものとして日々 の
授業等で意識するよう心がけ
る必要がある。 

②年間を通じた衛生委員会での
協議など、働き方の意識改革
に取組んだ結果、前年比 10％
程度時間外勤務の時間数が減
少した。今後も定期的なノー
残業デーの実施や業務の見直
しと職員の役割分担の適正化
を検討する必要がある。 

①学科改編の完成年度に向け
て、海洋科学プロジェクトの
必要な見直しを行うととも
に、職員間の一層の周知と取
組の徹底を進める。 

 
②定期的なノー残業デーの設定
など、職員の働き方改革の意
識向上に向けた取組を推進す
るとともに、業務の見直しと
職員の役割分担の適正化につ
いては検討を継続する。 

 


